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1  本ガイド文書の目的 

 

本ガイド文書は、自然災害リスク情報等の規格化を行う際の標準的な手順を示すもので

ある。 
ここでの規格化とは、各機関で個別に定義されているデータ仕様に基づくデータを統合

的に利用するための標準的な仕様を定義すること、及び各機関に分散された災害リスク情

報等を効率的に検索するためのメタデータ仕様を定義することをさす。 
【本ガイド文書に基づく成果】 

 データ仕様書（災害リスク分野毎に整備） 
 メタデータ仕様書（災害リスク分野毎に整備） 

 
【解説】 
本ガイド文書に基づき作成される成果物としては、対象分野毎のデータ仕様書、メタデ

ータ仕様書となる。以下、本ガイド文書に基づき作成されるデータ仕様書を標準データ仕

様書、本ガイド文書に基づき作成されるメタデータ仕様書を標準メタデータ仕様書という。 
 
ex. ○○災害リスク情報に係る標準データ仕様書 

○○災害リスク情報に係る標準メタデータ仕様書 
 
本ガイド文書に基づくデータ仕様書は、機関による異なる仕様で定義されている災害リ

スク情報・被災情報類を統合的に利用するための標準データ仕様として規格化するもので

ある。データ仕様書は分野毎（ex.洪水、地震等）に整備するものとする。標準データ仕様
書が流通させることによって、利用者は機関毎の個別仕様に対応することなく効率的に災

害リスク情報を活用できる。また、メタデータについては、災害リスク情報を一元的に検

索するために規格化するものである。 
 
なお、手順に基づく具体的な作業イメージを示すことを目的に、解説に洪水災害リスク

分野での例示を示す。例示の内容は、あくまで作業イメージを示すことを目的に掲載した

ものであり、内容そのものは確定したものではない。今後、部会等を通じて内容の精査が

必要なものである。 
 
 
 

 1



 
2  基本方針 

 

規格化にあたっては、国内外に既に作成されている自然災害リスク情報等の既存基準・

仕様類（各機関で利用されている既存の仕様書類）の内容を十分に踏まえるものとする。

また、既存基準・仕様類の定義内容だけでなく、利活用場面から必要とされるデータ項

目についても必要性を判断した上で適宜追加するものとする。 
なお、データ仕様書、メタデータ仕様書の取りまとめ方法（規定すべき事項等）は、国

際標準及び国内標準に基づき実施する。 

 
【解説】 
データ仕様書及びメタデータ仕様書の作成にあたっては、国際標準、国内標準に準拠し

て作成するものとする。 
例えば、地理空間情報に係る国際標準・国内標準としては、以下の標準類を参考にする。 

 
【参照すべき標準類】 

 ISO/TC211による ISO19100シリーズ＜地理空間情報に係る国際標準＞ 
 地理情報標準、地理情報標準プロファイル＜地理空間情報に係る国内標準＞ 
 JMP2.0＜メタデータに係る国内標準＞ 

 
更には、諸外国の動向も考慮しつつ、規格化作業を行うものとする。 
【参考にすべき諸外国の動向】 

 欧州の INSPIRE 
 米国の FEMA 等 
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3  データ仕様の作成手順 

 

データ仕様書に係る検討項目は以下のとおりとする。 
 

 3-1：既存の災害リスク情報等に係る基準・仕様類の調査 
 3-2：既存の災害リスク情報等に係る基準・仕様類のデータ項目の整理 
 3-3：既存の災害リスク情報等におけるデータ項目の名称・定義内容の関連整理 
 3-4：利活用場面と必要となる情報の整理 
 3-4：データ構造の整理 
 3-5：データ仕様書の作成 

 

 
【解説】 
既存の基準・仕様類の整理や利活用場面から抽出したデータ項目を基に標準データ仕様

を作成するものとする。 
本ガイド文書におけるデータ仕様の作成手順は、INSPIRE（欧州の地理空間情報の標準
化に向けたプロジェクト）の以下の文献を参考に作成したものである。 

 
 Methodology for the development of data specifications: baseline version (D 2.6)
（http://inspire.jrc.ec.europa.eu/reports.cfm） 

 
以降に、詳細な作成手順を示す。 
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3-1  既存の災害リスク情報等に係る基準・仕様類の調査 

 

国内および諸外国で規定している自然災害リスク情報等に係わる既存の基準・仕様類を

調査・収集する。 
自然災害リスク情報等に係わる既存の基準・仕様類は、以下に示すように多種多様なも

のが存在する。 
ここでの調査・収集の対象は、「自然災害リスク情報等（災害リスク等の評価結果）」と

する。 
【既存の基準・仕様類の種類】 
・分析モデルに係わる情報の基準・仕様類 
・リスク情報を作成する際に作成・利用する情報の基準・仕様類 
・自然災害リスク情報等（リスク等の評価結果）の基準・仕様類 ※主な調査・収集対象 
・発災時および発生後の情報（応急復旧情報含む）の基準・仕様類 
・災害対応やサービス等を行うために用いられるその他の情報の基準・仕様類 
・データの整理・検索に用いる情報（メタデータ）の基準・仕様類 
 

 
【関連性の整理】 
 既存の基準・仕様類間の関連性を整理する。関連性は、出典の内容等より相互関係を

整理する。 
 
【解説・例示】 
実用的且つ効果的な標準データ仕様書を作成するためには、既存の基準・仕様類を参照

することが有効である。そこで、諸外国および国内で規定している既存基準・仕様類を調

査・収集する。 
ただし、自然災害リスク情報等に係わる既存の基準・仕様類は、以下に示すように多種

多様なものが存在するため、標準データ仕様書を作成するために必要なものを見極める必

要がある。 
ここでの目的に照らし、主な調査・収集対象としては、自然災害リスク情報等（リスク

等の評価結果）に係る基準・仕様類とする。なお、既存の基準・仕様類には、様々な内容

が混在している場合があることに留意が必要となる。この場合には、データ項目毎に必要

な情報を抽出整理する（3-2参照）。 
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図 1 自然災害リスク情報に係わる各種情報の位置づけ 

 
収集した基準・仕様類については、その概要が把握できるように、表 1 を参考に取りま
とめるものとする。 

表 1 既存基準・仕様類の概要整理例 

基準・仕様名 Guidelines and Specifications for Flood Hazard Mapping Partners 

和訳名 洪水災害地図 

含まれる内容 ガイドライン、データ仕様、メタデータ仕様 

概要 連邦危機管理庁 (FEMA)が整備を進めている洪水危険境界地図に実装さ

れるデータ実装のガイドラインおよびデータ仕様、メタデータ仕様。内

容としては地図作成に関わる要件定義、対象となる地図の事例、地図作

成の作業ステップを示したガイドライン、データ仕様（テーブル構成、

データ定義など）およびメタデータ仕様（スキーマ、構成要素など）、

地図を作成するための各種ツールについて記載されている。 

出典（URL） http://www.fema.gov/library/viewRecord.do?id=2206 
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更に、必要に応じて、収集した基準・仕様類の相対関係等を、仕様内等に記載されてい

る参照規格や出典等の内容を基に整理する。 
整理結果は、図表等で分かりやすく整理することが望ましい。 
図 2に洪水リスク分野を対象に整理した結果を示す。 
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図 2 既存基準・仕様類の相対関係整理（洪水リスク分野における例） 

 

 



 
3-2  既存の災害リスク情報等に係る基準・仕様類のデータ項目の整理 

 

既存の基準・仕様類で規定しているデータ項目の整理を行う。整理の項目は、以下のと

おりとする。 
【整理項目】 

 仕様名称：データ仕様のタイトルを記載 
 データ項目名：仕様書の内容を基に定義されているデー項目を記載。要素（地物）と

地物の関係も整理（ex.要素名：浸水想定区域、属性：浸水深、流速、標高） 
 項目内容（定義）：仕様書の解説内容からデータ項目の内容や意味を記載 
 データ項目の位置づけ：3-1における分類に該当するものを記載※ 

 
※データ仕様内で定義されているデータ項目に災害リスク情報に係わるもの以外が含ま

れる場合に整理する。3-1 の定義に基づきデータ項目を以下の分類に従い整理する。 
 分析モデルに係わる情報 
 リスク情報を作成する際に作成・利用する情報 
 自然災害リスク情報 
 発災時および発生後の情報（応急復旧情報含む） 
 災害対応やサービス等を行うために用いられるその他の情報 

 

 
【解説・例示】 
対象とするデータ項目を明らかにするため、既存基準・仕様類に定義されているデータ

項目を抽出・整理する。整理にあたっては、以下の項目を表等で整理するものとする。 
 仕様名称 
 データ項目名（必要に応じて階層化） 
 項目内容（定義） 
 データ項目の位置づけ 

 
既存基準・仕様類のデータ項目を整理方法の参考として、浸水想定区域図電子化ガイド

ライン（国土交通省 河川局）（以下、浸水想定ガイドライン）を対象とした場合の整理イ

メージを表 2に示す。 
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表 2 既存仕様で規定されているデータ項目の整理例 

要素（地物） 属性 属性タグ名

浸水想定区域図データ
電子化ガイドライン

－
河川ごとの設定されている破堤点全ての
浸水最大包絡メッシュを統合したもの

自然災害リスク情報

浸水メッシュコード －
浸水想定区域内の浸水するメッシュの
コード。標準地域メッシュ12桁で示す

自然災害リスク情報

浸水メッシュの標高
値

－
浸水想定区域内の浸水するメッシュの標
高値。メートルで示す

自然災害リスク情報

浸水メッシュの浸水
深

－
浸水想定区域内の浸水するメッシュの浸
水深。メートルで示す

自然災害リスク情報

浸水メッシュの流速 －
浸水想定区域内の浸水するメッシュの流
速。m/sで示す

自然災害リスク情報

浸水メッシュの浸水
ランク

－
浸水想定区域内の浸水ランクを示す。予
備的に設定されている項目

自然災害リスク情報

浸水メッシュの流速
ランク

－
浸水想定区域内の流速ランクを示す。予
備的に設定されている項目

自然災害リスク情報

浸水メッシュの4隅
の緯度経度

－
浸水想定区域内の浸水するメッシュの4
隅の緯度経度。度で示す

自然災害リスク情報

－
河川ごとの設定されている破堤点全ての
浸水最大包絡メッシュの浸水深から作成
した浸水深のコンター図

自然災害リスク情報

浸水深の10cmピッ
チのコンター高

－
浸水想定区域のコンター図のコンター高
数値。10cmピッチで作成する

自然災害リスク情報

①仕様名称

浸水想定区域のコンター図

③項目内容（定義）
④データ項目の
位置づけ

浸水想定区域（メッシュ）

②データ項目名
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3-3  利活用場面と必要となるデータ項目の整理 

 

標準データ仕様書にて対象とするデータ項目を明らかにすることを目的に利活用場面を

整理する。 
整理結果として、既存基準・仕様類には存在していないデータ項目であっても、利活用

に必要な場合には、対象として整理する。 
利活用場面の調査・整理にあたっては、自然災害リスクの作成に係わる専門家、サービ

ス提供者、サービス利用者等の要求（ニーズ）等を調査するものとする。 
利活用場面は、情報技術の進展等によって、変化・拡大する可能性があるため、これら

の調査活動は継続的に実施する。 

 
【解説・例示】 
既存の基準・仕様類で定義されている自然災害リスク情報のデータ項目毎に利活用場面

を想定した上で、課題やニーズを整理し、その結果から標準データ仕様書にて対象とする

データ項目を明らかにする。ここでは、特に、既存基準・仕様類には存在していないが、

利活用の観点から必要性の高いデータ項目を抽出することを目的とする。 
以下に整理様式のイメージを示す。 
 
 
 
 
既存基準・仕様類のデータ項目 

No 要素名 属性 
必須度 利活用場面 

その他に利用 

する情報 
課題等 

       

既存規格・基準・仕様類のデー

タ項目で定義されている要素ま

たは属性 

浸水想定区域図データ電子化ガイドラインのデータ項目に対して、利活用場面を整理し

た例を表 3に示す。 

 
 
 
 
 

既存規格・基準・仕様類でデータ

作成が必須と規定されているか否

か（必須には“○”を付す） 

データ項目毎の利活用場面

を記載 

既存規格・基準・仕様類のデ

ータ項目に対する課題や、追

加で定義すべき属性等を記載

利活用場面を実現するために

必要となるその他データ 



表 3 利活用場面の整理イメージ 

既存基準・仕様類のデータ項目 
 要素名 属性 

必須度 利活用場面 
自然災害リスク情報 
以外で利用する情報 

課題等 

1 基本情報 1-1 河川コード ○  データの検索に利用     
2-1 浸水メッシュコード ○  （データ管理）     
2-2 浸水メッシュの標

高値（50m） 
○  洪水時に浸水する可能性が高い地域

の評価に利用 
    

 最悪なケース※1における避難経路検
索（浸水深の浅いルート）に利用 

 道路ネットワークデータ 
 道路構造情報（アンダーパス等） 

 最悪なケースにおいて浸水する地域・
建物の確認に利用 

 一般建物の高さデータ（自宅の浸水を
確認） 

 避難所等の高さデータ（避難場所とし
ての適正評価に利用） 

2-3 浸水メッシュの浸
水深（50m） 

○ 

 避難所の設置等の災害に強いまち作
り計画に利用 

 建物の高さデータ 
 都市計画区域図 
 土地利用図 等 

 50m メッシュより細か
なデータでなけれ
ば、建物一軒あたり
評価ができない。 

 発生確率がなけれ
ばB/Cが算出できな
い→発生確率をデー
タ項目に追加 

2-4 浸水メッシュの流
速（50m） 

○  最悪なケースにおける浸水深と流速
による総合的な危険度の評価に利用

 浸水メッシュの浸水深   

2-5 浸水メッシュの浸
水ランク（50m） 

  最悪なケースにおける浸水状況を一
般住民等へ伝達する際に利用（分か
りやすく提供） 

   浸水ランクは浸水深
があれば算出できる
ため必須ではない。 

2-6 浸水メッシュの流
速ランク（50m） 

  最悪なケースにおける流速状況を一
般住民等へ伝達する際に利用（分か
りやすく提供） 

   同上 

2 浸水想定区域
（メッシュ） 
→複数破堤点
における最大
包絡区域 

2-7 浸水メッシュの4隅
の緯度経度 

○  GIS データに変換する場合に利用     

 最悪なケースにおいて道路や連続盛
土などの微地形を考慮した浸水エリ
アの評価に利用 

 詳細な地形データ   3 浸水想定区域
のコンター図 

3-1 浸水深の 10cm ピ
ッチのコンター高 

○ 

 洪水ハザードマップの作成  避難所の位置 
 道路網データ 
 重要施設（警察署、消防署等）の位置

  

浸
水
想
定
区
域
図
デ
ー
タ
電
子
化
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン 

の
デ
ー
タ 

4 破堤点 4-1 破堤点の座標 ○  実際の破堤点と最も位置の破堤点情
報を検索し、その破堤点による浸水
想定区域を取得する 

   破堤点が左右岸の
どちらであるかの情
報が欲しい 

 破堤点箇所の HWL
が欲しい→破堤点箇
所の HWL を追加 
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既存基準・仕様類のデータ項目 
 要素名 属性 

必須度 利活用場面 
自然災害リスク情報 
以外で利用する情報 

課題等 

5-1 時系列毎の浸水す
るメッシュコード 

○  （データ管理）     

5-2 浸水メッシュの標
高値（50m） 

○  洪水時に浸水する可能性が高い地域
の評価に利用 

    

 破堤箇所や時間に応じた避難経路検
索（浸水深の浅いルート）に利用 

 道路ネットワークデータ 
 道路構造情報（アンダーパス等） 

 破堤箇所や時間毎の浸水する地域・
建物を確認可能 

 建物の高さデータ 

 時系列後の浸水シミュレーション（動
画等）の作成に利用 

  

5-3 時系列毎の浸水メ
ッシュの浸水深 

○ 

 時系列毎の評価結果を基に、援助に
向かう地位の優先順位付けに利用 

  

  

5-4 時系列毎の浸水メ
ッシュの流速 

○  破堤箇所や時間毎の浸水深と流速に
よる総合的な危険度の評価に利用 

 時系列毎の浸水するメッシュの浸水深   

5-5 時系列毎の浸水メ
ッシュの浸水ランク

  破堤箇所や時間毎の浸水状況を一
般住民等へ伝達する際に利用（分か
りやすく提供） 

   浸水ランクは浸水深
があれば算出できる
ため必須ではない。 

5-6 時系列毎の浸水メ
ッシュの流速ランク

  破堤箇所や時間毎の流速状況を一
般住民等へ伝達する際に利用（分か
りやすく提供） 

   同上 

5 破堤点の氾濫
計算条件毎（=
時系列毎）の
浸水区域（メッ
シュ） 
 

5-7 当該メッシュの4隅
の緯度経度 

○  GIS データに変換する場合に利用     

6-1 浸水メッシュコード ○      
6-2 浸水メッシュの標

高値（50m） 
○  洪水時に浸水する可能性が高い地域

の評価に利用 
    

6-3 時系列データにお
ける最大浸水深 

○  No.13 と同じ     

6-4 最大浸水深となる
時の流速 

○  No.14 と同じ     

6-5 最大浸水深となる
際の浸水ランク 

  No.15 と同じ    浸水ランクは浸水深
があれば算出できる
ため必須ではない。 

6-6 最大浸水深となる
際の流速ランク 

  No.16 と同じ    同上 

6 破堤点毎の最
大包絡浸水区
域（メッシュ） 
   

6-7 当該メッシュの4隅
の緯度経度 

○  GIS データに変換する場合に利用     

※1複数箇所破堤した場合の最大包絡区域のことをさす 
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3-4  既存の災害リスク情報等におけるデータ項目の名称・定義内容の関連整理 

 

3-2 の整理結果にて「自然災害リスク情報」と分類したデータ項目を抽出し、基準・仕
様類間における関連性や対応関係を整理する。 
また、利活用場面から抽出した既存の基準・仕様にないデータ項目も併せて整理する。

特に、名称が異なっていても定義が同じである場合や、名称が同じであっても定義が異

なる場合があるため、定義内容を踏まえ、関連性を整理する。 

 

また、各項目の関連性は、表 4 に示すように数種類（パターン）が存在するため、これ

らについても考慮して整理するものとする。 

次節に示す構造化における基礎資料となるように、データ間の関係性が把握できるよう

に整理を行う。例えば、データ間の関係性の整理方法としては、図 3 のように、関連する
データ項目を横並びに整理することで、関連性を俯瞰できる。 

【解説・例示】 
 

 
 

 

 

図 3 各仕様類のデータ項目の対応関係（関連するデータ項目を横並びにした図） 



表 4 データ項目間の関連性の種類 

NO 関連性の内容 イメージ 

1 係 要素の定義内容等が完全一致： 

→下記の定義内容が同じ 

 要素定義が同じ（※対象地物の名称が異なっ

 

 

 

2 

3 

4 

名称が異なることは

許容（用語辞書で

実績氾濫区域（面

属性：河川コ  属性：河川コード 

浸水実績区域境界（面） 

 

分類 

要素間の関

 

てもよい） 

 空間データの種類（ex.ポリゴン/メッシュ/ライ

ン/等）が同じ 

 属性の組み合わせが同じ 

 

 
定義が同じ    属性項目が同じ 

 属性の組合せ以外の要素の定義内容が一致： 

→下記の定義内容が同じ 

 要素定義が同じ（※対象地物の名称が異なっ

てもよい） 

 空間データの種類（ex.ポリゴン/メッシュ/ライ

ン/等）が同じ 

※No.1 と比べた場合、属性の組合せが異なる 

 

 

 

 

 
定義が同じだが属 項目が異なる 

 

 要素の定義が不明確（とらえ方によっては No.1、

No.2 No.3 に位置づけられる） 

→仕様書に明確な定義がないもの 

 
例）「洪水ハザード ップ」と「浸水想定区域メッシュデータ」 

 要素の定義、空間データの種類が若干異なる： 

→要素の定義が若干異なるもの（ex. 破堤から１時
間後の浸水区域と３時間後の浸水区域といった

ような条件の違い等） 

→要素の定義は同じだが空間データの種類が異

なるもの（ex.一方が面データで定義され、他方

がメッシュデータで定義されている場合等） 

 

対応） 

≒ B A 

要素の定義は

間データの種類

実績氾濫区域（

実績氾濫区域（

属性：洪水名 属性：洪水名 

実績氾濫区域（面） 

属性：河川コード 

属性：洪水名 

属性：河川コード 

属性：洪水名 

属性：浸水エリア面積 

属性：洪水発生日 

浸水実績区域境界（面） 

14
性

マ

 

 

） 

ード

 

評価条件等、要素の定義が若

干異なる 

浸水想定区域：破堤後 1h後の評価 
浸水想定区域：破堤後 3h後の評価 

同じだが空

が異なる

メッシュ） 
面） 
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分類 関連性の内容 イメージ 

5  一方の要素が、他方の要素の構成要素となる： 

 →部分集合の関係にあるもの（ex. [破堤点 Aの

最大包絡浸水区域]）＝[破堤後 1時間後

の浸水区域]）U[破堤後 2 時間後の浸水

区域]U・・・・） 

■（A）＝（B） U （C） 

（破堤点 Aの最大包絡エリア）＝ 

（破堤後 1時間後の浸水区域）U（破堤後 2時間後の浸水区域）U・・・・ 

6 要素と属性の

関係 

同様の内容を示すが一方は要素、一方は属性と定

義されている： 

 →定義方法が異なるもの（ex.河川コードを要素

で定義する場合とある要素の属性として定義

する場合） 

 

 

 

 

 

 

 

7 属性間の関係 属性の定義は同じであるが、付帯する要素が異な

る： 

→属性が付帯する要素が異なるもの（ex.実績氾

濫区域（面）の「河川コード」属性と想定氾

濫区域（面）の「河川コード」属性） 

 

 

 

 

 

 

 

 

実績氾濫区域 

属性：河川コード 

想定氾濫区域 

属性：洪水名称 

属性：河川コード 

属性：氾濫条件 

河川コード 

属性：河川コード 

浸水想定区域 

属性：面積 

属性：河口の緯度経度 

属性：法河川延長 

 

NO 

 
 
 



 
3-5  データ内容及び構造等の整理 

 

既存の基準・仕様類に基づくデータ項目、及び利活用場面から抽出したデータ項目を対

象に、名称・定義内容の関連整理を踏まえ、属性・要素の分類・調整を行い、標準データ

仕様書におけるデータ内容及び構造を定義する。 
 

 
【解説・例示】 
既存の基準・仕様類に基づくデータ項目等について、名称・定義内容の関連整理を踏ま

え、属性・要素の分類・調整を行い、標準的なデータ仕様におけるデータ構造を定義する。 
構造化においては、利活用場面から抽出したデータ項目（既存の基準・仕様類に定義さ

れていないが必要性の高いデータ項目）も対象とする。 
なお、3-5 に示すデータ項目間の関連性の種類に対して、構造化のための対応方針を表 5
に示す。これらの対応方針を基に以下の手順案を参考に調整・構造化を図るものとする。 

 
 
 
 
 

STEP1:ある程度機械的に調整可能な事項（表 5：No.1、2、3）に係る調整 

 
 
 

STEP2:同じ内容で要素のものと属性があるものがある場合（表 5：No.7）どちらかに統一した上

で、属性の重複関係を整理 

 
 
 
 

STEP3: 共通化できるもの（汎化）と特化すべきものの関係整理（表 5：No4、5、6、8 の関係から
判断） 

 
 

 
 

STEP4:データ構造の汎用性を高めるために、必要に応じてデータ項目を追加（当該分野の

専門家・実務者等への確認を行うことが望ましい） また、利活用に必要となるデータ項

目を追加 

 
 
 
STEP5:STEP１～4を元に構造化の取りまとめ（クラス図の作成） 

図 4 調整・構造化に係る手順案 
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表 5 データ項目間の関連性に対する対応方針 

No. 類似内容 調整・構造化における対応方針 

1 
要素の定義内容等が完

全一致 

リスク情報の対象とする。名称が異なる場合には標準的な名

称を付す（一方に合わせる）。 

2 
属性の組合せ以外の要

素の定義内容が一致 

双方の属性を掛け合わせて、要素と属性の組み合わせを統

合する。 

3 
要素の定義が不明確 定義があいまいなものは、定義を明確（限定）してリスク情報

の対象とし、類似要素に合わせる。 

4 

要素の定義、空間デー

タの種類が若干異なる 

作成するデータ仕様における定義を明確した上で、対応関

係を明らかにする。汎化・特化の関係に留意して分類結果の

関係をデータ構造に反映する。 

5 

要
素-

要
素 

一方の要素が、他方の

要素の構成要素となる 

階層関係にあることがわかるように整理する（構造化におい

て最終的な取り扱いを決定する）。分類結果の関係を構造に

反映する 

6 
属性-

要素 

同様の内容を示すが一

方は要素、一方は属性

と定義されている 

基本的な利活用を踏まえ、要素と属性のどちらで定義するこ

とが最善であるかを整理する。整理結果の関係を構造に反

映する。 

7 
属性-

属性 

属性の定義は同じであ

るが、付帯する要素が異

なる 

どの要素に関連づけるべきか（両方に関連づけることも含む）

を整理する。項番４，５の関係と合わせて属性の共通性に留

意して、汎化・特化の関係をデータ構造に反映する。 

 
洪水リスクを例に調整・構造化した場合の事例を以降に示す。 
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STEP1：ある程度機械的に調整可能な事項に係る調整 

 

 
 
 
 

 

以下のものについて調整を行う 

・完全一致するもの 

・属性内容のみが異なるもの 

・定義があいまいなもの 

処理後 



 
 
STEP２：同じ意味のものが属性と要素で持っている場合、どうちらかに統一 

 

河川被災履歴情報

実績氾濫区域

想定氾濫区域

浸水想定区域

浸水想定区域

想定氾濫区域

実績氾濫区域

河川被災履歴情報

河川コード

破堤点（点）

破堤点の氾濫計算条件条件毎
の浸水区域（メッシュ）

破堤点毎の最大包絡
浸水区域（メッシュ）

浸水メッシュコード
浸水メッシュの標高値
浸水メッシュの浸水深
浸水メッシュの流速
浸水メッシュの浸水ランク
浸水メッシュの流速ランク
浸水メッシュの4隅の緯度経度

浸水深コンター高

破堤点の名称

氾濫計算条件
メッシュコード
メッシュの標高
メッシュの浸水深
メッシュの流速
浸水ランク
流速ランク

メッシュコード
メッシュの標高
メッシュの浸水深
メッシュの流速
浸水ランク
流速ランク

浸水区域境界（面）

浸水ランク種別ｺｰﾄﾞ

想定氾濫区域メッシュ（メッシュ）

メッシュ番号
浸水条件
湛水深

河川コード

想定氾濫区域（面）

想定氾濫区域線（ライン）
氾濫条件
河川コード

氾濫条件
河川コード

実績氾濫区域（ライン）

実績氾濫区域（面）

洪水名
河川コード

洪水名
河川コード

被災状況

被災履歴イメージ管理

事務所名

地図ＤＢリンク番号
左右岸
被災年月日

被災区間_始点距離標
被災区間_始点距離標からの距離
被災区間_終点距離標
被災区間_終点距離標からの距離
被災原因_原因区分値
被災原因_原因区分
被災原因_原因内容
被災箇所_被災箇所区分値
被災箇所_被災箇所区分

被災箇所_地先名
被災内容_被災区分値

被災内容_被災内容
被災規模_延長
被災規模_面積
被災規模_その他
被災前の状況
背後地の状況_区分値
背後地の状況_区分
災害復旧_申請年度
災害復旧_認可区分
摘要

被災区間_始点距離標からの距離

左右岸
被災年月日
被災区間_始点距離標

被災区間_終点距離標
被災区間_終点距離標からの距離
被災区分
イメージ種別
ファイル名

被災履歴画像
ファイル名
画像データ

破堤点の緯度経度

浸水メッシュの4隅の緯度経度

浸水メッシュの4隅の緯度経度

河川番号

河川番号

被災内容_被災区分

要素

属性

主題となるデータ

：定義内容は同じだが、位置づけ（要素/属性）
が異なる関係にあるもの

破堤点毎の最大包絡浸水区域（メッシュ）

河川コード

河川コード

破堤点の氾濫計算条件条件毎の浸水区域
（メッシュ）

浸水メッシュコード
浸水メッシュの標高値
浸水メッシュの浸水深
浸水メッシュの流速
浸水メッシュの浸水ランク
浸水メッシュの流速ランク
浸水メッシュの4隅の緯度経度

浸水深コンター高

氾濫計算条件

メッシュコード
メッシュの標高
メッシュの浸水深
メッシュの流速
浸水ランク
流速ランク

メッシュコード
メッシュの標高
メッシュの浸水深
メッシュの流速
浸水ランク
流速ランク

浸水区域境界（面）

別ｺｰﾄﾞ

想定氾濫区域メッシュ（メッシュ）

浸水ランク種

メッシュ番号
浸水条件
湛水深

河川コード

想定氾濫区域（面）

想定氾濫区域線（ライン）
氾濫条件
河川コード

氾濫条件
河川コード

実績氾濫区域（ライン）

実績氾濫区域（面）

洪水名
河川コード

洪水名
河川コード

被災状況

被災履歴イメージ管理

事務所名

地図ＤＢリンク番号
左右岸
被災年月日

被災区間_始点距離標
被災区間_始点距離標からの距離
被災区間_終点距離標
被災区間_終点距離標からの距離
被災原因_原因区分値
被災原因_原因区分
被災原因_原因内容
被災箇所_被災箇所区分値
被災箇所_被災箇所区分

被災箇所_地先名
被災内容_被災区分値

被災内容_被災内容
被災規模_延長
被災規模_面積
被災規模_その他
被災前の状況
背後地の状況_区分値
背後地の状況_区分
災害復旧_申請年度
災害復旧_認可区分
摘要

被災区間_始点距離標からの距離

左右岸
被災年月日
被災区間_始点距離標

被災区間_終点距離標
被災区間_終点距離標からの距離
被災区分
イメージ種別
ファイル名

被災履歴画像
ファイル名
画像データ

浸水メッシュの4隅の緯度経度

浸水メッシュの4隅の緯度経度

河川番号

河川番号

河川コード

河川コード

破堤点の名称
破堤点の緯度経度

河川コード

浸水想定区域（メッシュ）
（最大包絡エリア）

浸水想定区域のコンター（ライン）
（最大包絡）

浸水想定区域（メッシュ）
（最大包絡エリア）

浸水想定区域のコンター（ライン）
（最大包絡）

破堤点（点）

被災内容_被災区分

処
理
後 
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 STEP3：共通化できるもの（汎化）と特化すねきものの関係整理（主題が同じもの、属性の共通性から整理を行う） 

 

共通化できるものを 

グループ化 

処
理
実
施 

処 理

共通化したグループを要素として表わす。 

属性が重複するものは上位の要素として位置づける 

 ⇒上位の要素の属性は下位の要素に継承される 

 
STEP3 処理結果 
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 STEP４：データ構造の汎用化、及び利活用に必要・有用な情報の補強 

 

本資料では運用場面で有用と思われる要

素や属性を想定で追加 

処理後 

 



 
 
STEP5：STEP１～4 を元に構造化の取りまとめ 

上記の調整・構造化結果を取りまとめる。 
取りまとめにおいては、以下の項目について検討し、整理する。 
 

 データ項目毎の任意必須別の整理 
 入力規則（コード化等）の整理 
 XMLのタグ名の整理（データ項目名称の標準化） 
 要素・属性の意義内容の取りまとめ 等 

 

 22



 23

 
3-6  データ仕様書の作成 

 

リスク情報の規格化に用いるデータ仕様書の構成は、地理情報標準プロファイル（JPGIS 
Ver2.1版）を基本とする。 

 
【解説・例示】 
リスク情報の流通（作成、供給、再利用）を促進するためには、データ定義や構造、

品質等を理解した上で、データを作成・利活用することが重要である。 
このために、データの要求事項や構造等の仕様を記述した「空間データ製品仕様書」

として取りまとめる。 
ここでは、リスク情報におけるデータ製品仕様書を作成することを目的として、空間

データ製品仕様書に関する国際標準・国内標準および公的機関によるデータ製品仕様書

の事例を調査した結果、リスク情報におけるデータ製品仕様書は、国際標準である ISO 
19131に準拠した地理情報標準プロファイル（JPGIS Ver2.1版）を基本に作成するもの
とする。 

 
なお、参考として、国際標準である ISO 19131 に準拠している海外事例として、

INSPIRE における製品仕様書の要件（Methodology for the development of data 
specifications）と、同じく ISO 19131に準拠した国内の標準である地理情報標準プロフ
ァイルと比較した結果を次頁に示す。比較評価の結果、INSPIREと地理情報標準プロフ
ァイル（JPGIS Ver2.1版）は、ともに ISO 19131に基づき作成されていることから、そ
の構成は類似していた。 
構成等、細かな違いはあるが、データ仕様書として規定すべき内容は、おおよそ同じ

であった。そこで、リスク情報の規格化に用いるデータ仕様書の構成としては、地理情

報標準プロファイル（JPGIS Ver2.1版）を参考にすることが妥当と判断した。 
 



【参考】表 6 製品仕様書の要件の比較 

構成 記載内容 項目名（例） 記載内容 構成 記載内容 項目名（例） 記載内容

目的 具体的な利用目的や利用方法が記載されている。 1.Scope JPGISと同様。 - 文書の趣旨や目的について記載されている。

空間データ製品仕様書
の作成情報

空間データ製品仕様書の題名・日付・作成者・言語・分野・こ
の製品仕様書の文書書式が記載されている。

JPGISと同様。 Information about the
creation of the
specification

文書名、作成日、作成者（ワーキング・グループ名など）、記
述言語など。

空間範囲 空間的な範囲が記載されている。記述方法は自由記述又は
JMP2.0 水平範囲・垂直範囲の記述方法に従うこととなって
いる。

時間範囲 時間的な範囲が記載されている。記述方法は自由記述又は
JMP2.0 時間範囲の記述方法に従うこととなっている。

引用規格 準拠する必要がある規程類などが記載されている。規程類
の例には，測量法や国土交通省公共測量作業規程などが
含まれる。

Normative References ISOや欧州指令を中心に引用規格が記載される。

用語と定義 専門用語の定義が記載されている。用語集などの引用を提
示することも可能とされている。

Terms and definitions 用語辞書については、INSPIRE Glossary を参照されることと
なっている。

略語 略語の説明が記載されている。 Symbols and
abbreviations

主に関連する機関の略称について示される。

適用範囲識別 空間データ製品仕様の適用範囲を識別する名称が記載され
ている。

適用範囲 文書の適用範囲（分野）が記載されている。

階層レベル 空間データ製品仕様の適用される範囲が‘データ集合’，‘シ
リーズ’，‘地物型’などの階層レベルを用いて記載されてい
る。階層レベルの提示については，JMP2.0 に示されている
適用範囲コードを参考にすることが推奨されている。

- INSPIREでは、製品仕様書の読みやすさや取り扱い易さを考
慮し、適用範囲を階層化し、複数の適用範囲を定義すること
は推奨されていないため、特に記載は無い。

空間データ製品の名称 空間データ製品に対する名称（題名）が記載されている。 Topic categories ISO19115に記載されている19項目のテーマ分類から記載さ
れることとなっている。

日付 空間データ製品の作成日付が記載されている。 - 作成日付はOverviewのInformation about the creation of
the specification にReference dateとして記載済みのため、
ここには含まれない。

問合せ先 空間データ製品に対する問合せ先又は責任者が記載されて
いる。

- 問い合わせ先はOverviewのInformation about the creation
of the specification にResponsible partyとして記載されてい
るため、ここには含まれない。

地理記述 空間データ製品が作成される地理的な範囲が記述されてい
る。

Geographic
description

INSPIREの製品仕様書が適用される地理的な範囲が記載さ
れる。（EU参加国が管理する国と地域が対象）

応用スキーマクラス図 空間データの内容及び構造が，JPGIS 応用スキーマのため
の規則にしたがいUML クラス図で記載されている。応用ス
キーマクラス図では，空間データの基本単位である地物の
構造及び関係が明確に示されなければならないとされる。

応用スキーマ文書 UML クラス図にて示された地物の詳細な特性が，JPGIS 応
用スキーマのための規則にしたがい記述されている。ここで
記述される応用スキーマ文書は，応用スキーマクラス図と整
合していなければならないとされる。

空間参照系 例えば，空間データの持つ座標が日本測地系2000 におけ
る平面直角座標系第Ⅶ系である場合，これを意味する識別
子が『JPGIS Ver. 1.0 解説書 附属書2（規定）参照系』にした
がって記載されている。

Spatial reference
system

利用が推奨される空間参照系について記載される。
（例：the European Terrestrial Reference System 1989
(ETRS89) ）

時間参照系 例えば，空間データの持つ年月日を西暦で記録する場合，
これを意味する識別子が『JPGIS Ver.1.0 解説書 附属書2
（規定）参照系』にしたがって記載されている。地物が時間属
性をもつ場合は，必ず記述しなければならないとされる。

Temporal reference
system

利用が推奨される時間参照系について記載される。
（例：日付はグレゴリオ歴、時刻は協定世界時）

Completeness データの完全性について記載される。データに含まれるエ
ラーや重複の度合い、不正確さやデータの欠落など。

Logical Consistency データの論理一貫性について記載される。データ構造や属
性、位相構造、整合性、規則の準拠の度合いなど。

Positional Accuracy 位置正確度について記載される。測定位置の密度や絶対位
置の誤差、同一データセット内の地物での水平位置の差異
など。

Temporal Accuracy 時間正確度について記載される。地物の時間参照（測定時
間の誤差など）や連続な事象の時間の妥当性など。

Thematic Accuracy 分類（属性）正確度について記載される。地物や属性に割り
当てられたクラスと論議領域（主題となる範囲）の差異など。

品質評価手順（任意） 品質評価の方法が記述されている。また、品質要求に記述
されるデータ品質適用範囲及びデータ品質評価尺度に対応
しなければならないとされる。

- EN ISO 19114:2005, Geographic Information ‒ Quality
evaluation procedures に該当する部分であるが、特に明記
はされていない。

書式名称 データフォーマットの名称が記載されている。データフォー
マットに版がある場合には，その版が記載される。

- 詳細は「Guidelines for the encoding of spatial data」に詳
述。

符号化規則 応用スキーマクラス図で示された内容を符号化する具体的
な方法が記載されている。

Encodings 符号化を行う際に利用するスキーマ（GML Application
Schemaなど）が要求事項として記載されている。
詳細は「Guidelines for the encoding of spatial data」に詳述
されており、製品仕様書には当該ドキュメントを参照するよう
に記載されている。

文字集合 符号化されたデータの文字集合が記載されている。符号化
規則の中で文字集合を示す場合には省略してもよいとされ
る。

言語 データ集合の中で使用する言語が記載されている。一般的
には日本語が用いられる。

単位 空間データを作成する単位が記載されている。具体的には，
地物単位，図郭単位など，データを媒体に格納する物理的
な単位が記述されている。

媒体名（任意） 空間データを格納する媒体が記載されている。 Delivery medium 配布データの形式と媒体について記載される。配布媒体に
ついてはINSPIREのダウンロードサービスを利用し、ネット
ワークから取得することが前提となっている。

メタデータの作成指示 空間データ製品に関するメタデータの作成が指示されてい
る。

- 欧州指令によってメタデータの作成が規定されていることが
記載される。

メタデータの形式 使用するメタデータの形式として，JMP2.0 を指定することと
されている。

- ISO 19131およびメタデータ実装規約に基づき、ISO19115に
定められたメタデータ要素を実装することが「INSPIRE
Generic Conceptual Model」に定められている。拡張する場
合はISO 19109 および ISO 19115に準拠することとなってい
る。

記載項目の明示（任意） JMP2.0 を構成する要素体及び要素のうち，特に記載する必
要がある項目があれば，これが明示される。

Dataset-level
Metadata

データセットのメタデータ要素について記載される。地物につ
いてのメタデータについては「5.Content and structure」の
Feature catalogue に記載される。

メタデータの作成単位
の指示

一般的には，メタデータは空間データ製品を一つの単位とし
て一つのメタデータを作成する。空間データ製品を一連のシ
リーズとして作成する場合は，そのシリーズを説明するメタ
データの作成が必要となる場合もある。また，空間データ製
品が，特定の地域，あるいはメッシュ単位ごとに分割される
場合は，その単位ごとにメタデータを作成することもできる。
このように，メタデータを空間データ製品のどのような範囲
（単位）に対して作成するかが記載されている。

- データセット単位、地物単位、品質のメタデータ仕様が記載
されており、本章では主にデータセット単位のメタデータにつ
いて記載される。

- - - - 10.Service
specification
s

ネットワーク・サービスのドラフト検討チー
ムによって作成される。ディスカバリー・
サービスに使用される、サービスのメタ
データ仕様についても記載される。

Data capture
information

データの取得方法や計測方法についての規則・定義が記載
されている。

Additional information 仕様に基づいたデータを作成する際の理解を助けるため
に、ユースケースやデータモデルの検討経緯を記述している

10.Service
specification
s

ネットワーク・サービスのドラフト検討チー
ムによって作成される。ディスカバリー・
サービスに使用される、サービスのメタ
データ仕様についても記載される。

Data capture
information

データの取得方法や計測方法についての規則・定義が記載
されている。

Additional information 仕様に基づいたデータを作成する際の理解を助けるため
に、ユースケースやデータモデルの検討経緯を記述している

- -

描画法（任意） 空間データ製品を画面や紙にどのように表現するかを記述
するための「描画法」が記載されている。

Portrayal information JPGISの描画法（任意）に相当。

空間データ製品の保守
に関する事項（任意）

空間データ製品の更新時期や頻度など，保守に関する情報
が記載されている。

Maintenance
information

JPGISの空間データ製品の保守に関する事項（任意）に相
当。

- -

- -

品質要求

2.Overview

品質要求が，次の項目を使用し空間データ製品仕様書に記
述されている。
・ データ品質適用範囲
品質評価の対象とするデータの内容又は範囲が，データ品
質副要素（詳細は第三部を参照）ごとに記述されている。
・ データ品質評価尺度
品質を評価するための指標（品質を測るためのモノサシ）が
記述されている。また，合否の判定に必要な品質の基準値
（適合品質水準）が記載されている。

- 詳細は「Guidelines for the encoding of spatial data」に詳
述。

「Generic Conceptual Model」の12章に規
定された参照系について記載されている。
空間参照系（水平、垂直方向）と時間参照
系が含まれる。

ISO19113に沿って、品質を表す5つの項目
が定められている。
INSPIREの対象となるデータ全てに画一の
品質要求を定めることは現実的では無い
ため、用途に応じて最低限の項目を定め
ることが推奨されている。

ISO19131に沿って、データ提供媒体とデー
タ形式について記載されている。（the
delivery medium and the delivery format）
また、符号化に使用する応用スキーマに
ついて記載されている。

メタデータ実装規約に準拠したメタデータ
仕様が記載されている。実装が義務化さ
れているコア要素以外を実装する場合は、
製品仕様書に明記される。
メタデータ要素、配布形式、参照系、空間・
時間範囲、更新日、データ容量などのメタ
データ仕様が記載されている。

地理情報標準プロファイル
（付属書11 データ製品仕様書）

文書の適用範囲について記載されてい
る。

データ製品仕様書の主題に応じた一般的
な内容を記載する。現在公開されているド
ラフト版では、以下の７項目が共通して記
載することとなっている。
（1） Title：文書名 （2） Abstract：要約 （3）
Topic categories：ISO19115に記載され
ているテーマ分類 （4） Geographic
description：仕様書が対象とする空間範
囲 （5） Purpose：目的 （6） Spatial
representation type：表現形式（ベクタま
たはラスタ） （7） Spatial resolution：空間
分解能

JPGISと同様。

3.Specificatio
n scopes

ある空間データ製品仕様書に基づく空間
データ製品を他の空間データ製品と識別
するための情報として、空間データ製品の
名称、日付、空間データ製品に関する問合
せ先及び地理記述により示す。

3.データ製品識
別

空間データ製品の概要を示すもの。空間
データ製品の概要を把握することができ
る。その内容は、空間データ製品仕様書
の作成に関する情報、空間データ製品の
具体的な目的、空間データが対象とする
空間範囲及び時間範囲、引用する規格、
用語と定義や、使用する略語の説明であ
る。

9.その他 Optional前述までの項目に示した情報の他に、空
間データを作成する際、あるいは作成され
た空間データを使用する際に重要となる事
項について示す。“その他”は必要な場合
のときだけ記述する。

データ仕様に沿ったデータの実装や仕様
書の理解を支援するために必要となる付
帯情報について記載される。

空間データ製品仕様書の中の空間データ
のメタデータの仕様を示す。JPGIS はメタ
データの仕様としてJMP2.0を使用する。

配布書式情報と配布媒体情報を示す。配
布書式情報とは、どのようなデータフォー
マットで空間データが記録されているかと
いう情報で、配布媒体情報は記録されて
いる媒体に関する情報である。

7.データ製品配
布

8.メタデータ

6.Reference
system

7.Data quality

9.Delivery

8.Metadata

1.概覧

空間データ製品仕様書の適用範囲につい
て、適用範囲識別と階層レベルにより示さ
れている。

2.適用範囲

作成したい又は作成された空間データの
内容、構造及びその特性を詳細に記した
ものである。地理情報規格群では、これを
応用スキーマと呼んでいる。

4.データ内容及
び構造

この空間データ製品仕様書に準拠して作
成される空間データが、実世界の空間や
時間の中の位置を特定するための仕組み
を示したもの。
空間的な位置を明確にするためには、座
標を使用する場合（座標による空間参照）
と住所や郵便番号などを使用する場合（地
理識別子による空間参照）がある。時間的
な位置を明確にするためには、時間参照
系をJPGIS で規定された識別子を用いて
示す。

5.参照系

空間データがその利用目的に合致するた
めに保証しなければならない品質の基準
を、品質要求として示す。

6.データ品質

5.Content
and structure

INSPIRE
Methodology for the development of data specifications

（構成：第7章 Recommendations for INSPIRE data specifications）

4.Identificatio
n information

Application schema
Description
Feature catalogue

「Generic Conceptual Model」に基づいた
応用スキーマが記載されており、記載する
ことは義務となっている。具体的にはクラ
ス図や地物カタログが含まれている。
また、製品仕様書中に具体事例を記述す
ることが推奨されている。

空間範囲と時間範囲については、Metadata要素の
Geographic locationに定義される。

Spatial and temporal
extent

-

Application schema Descriptionでは、応用スキーマとして、
まずパッケージの構成が説明され、データ仕様書における要
求事項が説明される。
Feature catalogueでは、各フィーチャの定義や個別のパッ
ケージのスキーマ図、JPGISのスキーマ文書あたる部分が
記載される。

- -

描画法（任意） 空間データ製品を画面や紙にどのように表現するかを記述
するための「描画法」が記載されている。

Portrayal information JPGISの描画法（任意）に相当。

空間データ製品の保守
に関する事項（任意）

空間データ製品の更新時期や頻度など，保守に関する情報
が記載されている。

Maintenance
information

JPGISの空間データ製品の保守に関する事項（任意）に相
当。

- -

- -

品質要求

2.Overview

品質要求が，次の項目を使用し空間データ製品仕様書に記
述されている。
・ データ品質適用範囲
品質評価の対象とするデータの内容又は範囲が，データ品
質副要素（詳細は第三部を参照）ごとに記述されている。
・ データ品質評価尺度
品質を評価するための指標（品質を測るためのモノサシ）が
記述されている。また，合否の判定に必要な品質の基準値
（適合品質水準）が記載されている。

- 詳細は「Guidelines for the encoding of spatial data」に詳
述。

「Generic Conceptual Model」の12章に規
定された参照系について記載されている。
空間参照系（水平、垂直方向）と時間参照
系が含まれる。

ISO19113に沿って、品質を表す5つの項目
が定められている。
INSPIREの対象となるデータ全てに画一の
品質要求を定めることは現実的では無い
ため、用途に応じて最低限の項目を定め
ることが推奨されている。

ISO19131に沿って、データ提供媒体とデー
タ形式について記載されている。（the
delivery medium and the delivery format）
また、符号化に使用する応用スキーマに
ついて記載されている。

メタデータ実装規約に準拠したメタデータ
仕様が記載されている。実装が義務化さ
れているコア要素以外を実装する場合は、
製品仕様書に明記される。
メタデータ要素、配布形式、参照系、空間・
時間範囲、更新日、データ容量などのメタ
データ仕様が記載されている。

地理情報標準プロファイル
（付属書11 データ製品仕様書）

文書の適用範囲について記載されてい
る。

データ製品仕様書の主題に応じた一般的
な内容を記載する。現在公開されているド
ラフト版では、以下の７項目が共通して記
載することとなっている。
（1） Title：文書名 （2） Abstract：要約 （3）
Topic categories：ISO19115に記載され
ているテーマ分類 （4） Geographic
description：仕様書が対象とする空間範
囲 （5） Purpose：目的 （6） Spatial
representation type：表現形式（ベクタま
たはラスタ） （7） Spatial resolution：空間
分解能

JPGISと同様。

3.Specificatio
n scopes

ある空間データ製品仕様書に基づく空間
データ製品を他の空間データ製品と識別
するための情報として、空間データ製品の
名称、日付、空間データ製品に関する問合
せ先及び地理記述により示す。

3.データ製品識
別

空間データ製品の概要を示すもの。空間
データ製品の概要を把握することができ
る。その内容は、空間データ製品仕様書
の作成に関する情報、空間データ製品の
具体的な目的、空間データが対象とする
空間範囲及び時間範囲、引用する規格、
用語と定義や、使用する略語の説明であ
る。

9.その他 Optional前述までの項目に示した情報の他に、空
間データを作成する際、あるいは作成され
た空間データを使用する際に重要となる事
項について示す。“その他”は必要な場合
のときだけ記述する。

データ仕様に沿ったデータの実装や仕様
書の理解を支援するために必要となる付
帯情報について記載される。

空間データ製品仕様書の中の空間データ
のメタデータの仕様を示す。JPGIS はメタ
データの仕様としてJMP2.0を使用する。

配布書式情報と配布媒体情報を示す。配
布書式情報とは、どのようなデータフォー
マットで空間データが記録されているかと
いう情報で、配布媒体情報は記録されて
いる媒体に関する情報である。

7.データ製品配
布

8.メタデータ

6.Reference
system

7.Data quality

9.Delivery

8.Metadata

1.概覧

空間データ製品仕様書の適用範囲につい
て、適用範囲識別と階層レベルにより示さ
れている。

2.適用範囲

作成したい又は作成された空間データの
内容、構造及びその特性を詳細に記した
ものである。地理情報規格群では、これを
応用スキーマと呼んでいる。

4.データ内容及
び構造

この空間データ製品仕様書に準拠して作
成される空間データが、実世界の空間や
時間の中の位置を特定するための仕組み
を示したもの。
空間的な位置を明確にするためには、座
標を使用する場合（座標による空間参照）
と住所や郵便番号などを使用する場合（地
理識別子による空間参照）がある。時間的
な位置を明確にするためには、時間参照
系をJPGIS で規定された識別子を用いて
示す。

5.参照系

空間データがその利用目的に合致するた
めに保証しなければならない品質の基準
を、品質要求として示す。

6.データ品質

5.Content
and structure

INSPIRE
Methodology for the development of data specifications

（構成：第7章 Recommendations for INSPIRE data specifications）

4.Identificatio
n information

Application schema
Description
Feature catalogue

「Generic Conceptual Model」に基づいた
応用スキーマが記載されており、記載する
ことは義務となっている。具体的にはクラ
ス図や地物カタログが含まれている。
また、製品仕様書中に具体事例を記述す
ることが推奨されている。

空間範囲と時間範囲については、Metadata要素の
Geographic locationに定義される。

Spatial and temporal
extent

-

Application schema Descriptionでは、応用スキーマとして、
まずパッケージの構成が説明され、データ仕様書における要
求事項が説明される。
Feature catalogueでは、各フィーチャの定義や個別のパッ
ケージのスキーマ図、JPGISのスキーマ文書あたる部分が
記載される。

 

 青字: JPGIS Ver2.1版に定義されているが、INSPIREには記載されていない内容 
赤字: JPGIS Ver2.1版に定義されていないが、INSPIREには記載されている内容 
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4  メタデータ仕様の作成手順 
 

メタデータ仕様書に係る検討項目は以下のとおりとする。 
 

 4-1：既存の災害リスク情報等に係るメタデータの基準・仕様類の調査 
 4-2：既存の災害リスク情報等に係る基準・仕様類のメタデータ項目の整理 
 4-3：利活用場面と必要となるメタデータ項目の整理 
 4-4：既存の災害リスク情報等におけるメタデータ項目の名称・定義内容の関連整理 
 4-5：メタデータ内容及び構造等の比較 
 4-6：メタデータ仕様書の作成 

 

 
【解説】 
既存のメタデータ標準仕様の整理や利活用場面から抽出したメタデータ項目を基に災害

リスク情報のメタデータ仕様を作成するものとする。 
 
以降に、詳細な作成手順を示す。 
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4-1  既存の災害リスク情報等に係るメタデータの基準・仕様類の調査 

 

国内および諸外国で規定しているメタデータに係わる既存規格・基準・仕様類について

調査・確認する。 
自然災害リスク情報等に関わるメタデータ仕様の内容は、次の規格を基本とする。 
【地理空間情報のメタデータの既存規格】 

 ISO19115（JIS X 7115）：地理情報-メタデータ 
 JMP2.0：日本版メタデータプロファイル 
 ISO19119：地理情報-サービス 
 INSPIRE Metadata Implementing Rules 

【解説】 
 

また、情報通信技術の進歩イにより、今後は直接的に地理空間データを入手すること

なく、Web 上で動作するアプリケーションを使い自然災害リスク情報を含む地理空間情
報を操作･運用する場面も増えてくるもと考えられます。したがって、地理空間情報のメ

タデータを作成することを目的とする JMP2.0 に加え、地理空間情報を用いたサービス
（アプリケーション）についての情報を記録できる ISO19119：地理情報・サービスも含
めてメタデータに関する既存規格を調査・確認する必要がある。なお、ISO19119につい
ては、そのプロファイルの一つである INSPIRE（表 8参照）を参考とする。 

自然災害リスク情報を含む地理空間情報全般に係るメタデータ仕様として、国際規格

（IS），国内規格（JIS）及びこれらに基づくプロファイルが存在する。これらの規格と
の整合を図ることにより、異なる分野間でのメタデータ仕様の相互運用性を確保する。

ここで、プロファイルとは、国際規格等の原規格の中から、必要最小限の部分を抽出し、

体系化したものをいう。 

図 5 メタデータに関する既存規格の関係

FGDC CSDGM
(FGDC-STD-001-1998)ISO19115

JISX7115

日本語化
＋JIS独自の付属書追加

JMP2.0

コアメタデータに、
加必要項目を追

FGDCのCSDGMを
ベースとして規格化ISO19119

INSPIRE
メタデータ

コアメタデータに、
必要項目を追加

プロファイル プロファイル 



 

コアメタデータ

title ○ ○ 1.1 Resource title ○ ○
alternateTitle ○
date

○ ○
5.2 Date of publication
5.3 Date of last revision
5.4 Date of creation

○

dateType
○ ○

5.2 Date of publication
5.3 Date of last revision
5.4 Date of creation

○

edition ○ ○
editionDate ○ Publication Date (刊行日）
identifier ○ 1.5 Unique resource
abstract 当該メタデータを適用するデータ集合の内容の簡潔

な要約。 ○ ○ 1.2 Resource abstract ○ ○

status 当該メタデータを適用するデータ集合の状態。
例：完成，廃棄，進行中　等 ○ ○ Progress (進展度)

individualName ○ ○ ○ Contact Person (問合せ相手)
organisationName ○ ○ 9.1Responsible party ○ Contact Organization (問合せ先組織）
positionName ○ ○ ○ Contact Position (問合せ相手の役職)
voice

○ ○ ○
Contact Voice Telephone (問い合わせ

先音声電話番号)
facsimile

○ ○ ○
Contact Facsimile Telephone (問い合

わせ先ファックス番号)
deliveryPoint ○ ○ ○ Address (住所)
city ○ ○ ○ City (都市名)
administrativeArea ○ ○ ○ State of Province (州名または省名)
postalCode ○ ○ ○ Postal Code (郵便番号)
country ○ ○ ○ Country (国)
electronicMailAddress

○ ○ 9.1Responsible party ○
Contact Electronic Mail Address  (問
い合わせ先電子メールアドレス)

topicCategory 当該メタデータを適用するデータ集合の主題。
例：農業，気象，軍事情報，構造物　等 ○ ○ 2.1 Topic Category ○

serviceType ○ 2.2 Spatial data service type

serviceTypeVersion ○

accessProperties ○
restrictions ○
operatesOn ○ 1.6 Coupled resource

サービス識別情報(SV_ServiceIdentification)固有の
情報。

ISO19115

serviceType

serviceTypeVersion

accessProperties
restriction
operatesOn

名前
ISO19115

内容

当該メタデータを適用するデータ集合の作成に使用
した情報。

当該メタデータを適用するデータ集合の作成者への
問い合わせ情報。

デ
ー

タ
識
別
情
報

分
類
名前

問
合
せ
情
報住
所

状態

住所詳細

要約

引
用
タイトル

日付日
付

日付型

別名
デ
ー

タ
識
別
情
報

版の日付
版

問
合
せ
先

市区町村
都道府県名

個人名
組織名
役職名

ファクシミリ番号

電話番号

識別子

主題分類

郵便番号

JMP2.0 FGDCISO19119 INSPIRE

国
電子メールアドレス

メタデータ仕様に係わる既存規格（国際規格）の規格間のメタデータ項目の比較した事例を次に示す。  

表 7 規格間のメタデータ項目の比較例（抜粋） 
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【例示】 



 

表 8 INSPIREが規定するメタデータ項目 

 

1.
1.1. Resource title 1.1. 資源の標題
1.2. Resource abstract 1.2. 資源の要約
1.3. Resource type 1.3. 資源のタイプ
1.4. Resource locator 1.4. 資源ロケータ
1.5. Unique resource identifier 1.5. ユニーク資源識別子
1.6. Coupled resource 1.6. 結合した資源
1.7. Resource language 1.7. 資源の言語

2.
2.1. Topic category 2.1. 見出しのカテゴリ
2.2. Spatial data service type 2.2. 空間データサービスタイプ

3.
3.1. Keyword value 3.1. キーワードの値
3.2. Originating controlled vocabulary 3.2. 制御された語彙の起源

4.
4.1. Geographic bounding box 4.1. 地理バウンディングボックス

5.
5.1. Temporal extent 5.1. 時間的範囲
5.2. Date of publication 5.2. 発行日
5.3. Date of last revision 5.3. 最終改訂日
5.4. Date of creation 5.4. 作成日

6.
6.1. Lineage 6.1. 系譜
6.2. Spatial resolution 6.2. 空間解像度

7.
7.1. Specification 7.1. 仕様
7.2. Degree 7.2. 協調性のレベル

8.
8.1. Conditions applying to access and use 8.1 アクセスと利用に適用される条件
8.2. Limitations on public access 8.1 公衆アクセスに関する制限

9.

9.1. Responsible party 9.1. 責任機関
9.2. Responsible party role 9.2. 責任機関の役割

10.
10.1. Metadata point of contact 10.1. メタデータの連絡先
10.2. Metadata date 10.2. メタデータ作成日
10.3. Metadata language 10.3. メタデータ作成言語

空間データセットとサービスの確立、管理、維
持と配布の責任を有する機関

メタデータに関するメタデータ

日本語訳INSPIREのメタデータ項目

9. ORGANISATIONS RESPONSIBLE FOR THE
ESTABLISHMENT, MANAGEMENT, MAINTENANCE AND
DISTRIBUTION　OF SPATIAL DATA SETS AND SERVICES

10. METADATA ON METADATA

 識別

空間データとサービスの分類

キーワード

地理的位置

時間参照

品質と効力

同調性

アクセスと利用に関する制限

5. TEMPORAL REFERENCE

6. QUALITY AND VALIDITY

7. CONFORMITY

8. CONSTRAINT RELATED TO ACCESS AND USE

1. IDENTIFICATION

2. CLASSIFICATION OF SPATIAL DATA AND SERVICES

3. KEYWORD

4. GEOGRAPHIC LOCATION
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4-2  既存の災害リスク情報等に係る基準・仕様類のメタデータ項目の整理 

 

自然災害リスク情報に係る各分野で、独自にメタデータに関する基準・仕様類を作成し

ている場合がある。それらについては、既存規格との関連性や定められているメタデータ

項目について整理する。 
＜整理項目＞ 

 基準・仕様の名称 
 引用規格・関連する規格 
 項目名 
 項目内容（定義）：データ項目の内容や意味を記載 

 
【解説】 
メタデータ仕様の作成に際しては、メタデータの既存規格に加え、各分野で作成され

ているメタデータに係る基準・仕様類を調査・収集し、効率的に規格化を進める。 
既存規格や各分野で作成されている基準・仕様類は、専門家による検討の過程を経て

策定されており、信頼性が高く有効に活用する。 
収集した既存規格・基準・仕様類については、それらの相互の関連性を整理し、メタ

データ仕様作成において参考とする標準仕様類を特定する。 
 

【例示】 
水害に関係する独自に作成されているメタデータの基準・仕様類と、既存規格（国際

規格）との関連性を整理した事例を表 9に示す。 
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No 国 発行者 名称 引用している規格 
１) 日本 国土交通省 

河川局 
浸水想定区域図電子化
ガイドライン（2006.9）

なし 

２) 米国 FEMA 
(Federal Emergency 
Management Agency) 

Guidelines and 
Specifications for Flood 
Hazard Mapping 
Partners 
Appendix L :Guidance 
for preparing draft 
digital data and 
DFIRM database
（2003.4） 

Content Standard for 
Digital Geospatial 
Metadata (version 2.0)
（CSDGM）, 
FGDC-STD-001-1998 

３) 英国 Defra 
(the Department for 
Environment, Food and 
Rural Affairs) 

Improving Data and 
Knowledge 
Management for 
Effective Integrated 
Flood and Coastal 
Erosion Risk 
Management 
Work Package 2 
Metadata Standard 
and Registry Final 
Report 
R&D Technical Report 
FD2323/TR2(2007.9) 

「UK GEMINI 
Standard-A UK 
Metadata Standard for 
discovery of geographic 
data resources」（ISO 
19115:2003 Geographic 
information – 
Metadata、および
INSPIREの実装仕様に
準拠）をベースとして、
ISO19115の拡張ルール
に基づいて拡張 

４) 米国 ODUSD/I&E(BEI-DIS
DI) 
（Office of the Deputy 
Under Secretary of 
Defense (Installations 
& Environment)
（Business Enterprise 
Integration - Defense 
Installation Spatial 
Data Infrastructure) 

DISDI Geospatial 
Metadata Profile 1.0 

ISO 19115:2003 
Geographic information 
– Metadataを拡張ルー
ルに基づいて拡張 
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他の水害に関係する独自に作成されているメタデータの基準・仕様類についても、同

様に関連性の整理を行う。

このうち、特に浸水想定区域図電子化ガイドラインを参考として、項目及び項目内容

について既存規格（国際規格）との関連性を整理した事例を表 10に示す。 

表 9 水害に関係するメタデータの仕様と既存規格との関連 
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part2 コアメタデータ

title ○ ○ ○ 1.1 Resource title ○ ○ ファイル 別子 データのタイトル
alternateTitle ○
date

○ ○
5.2 Date of publication
5.3 Date of last revision
5.4 Date of creation

○ ○ 日付 メタデータ作成の日付

abstract 当該メタデータを適
用するデータ集合の
内容の簡潔な要約。

○ ○ ○ 1.2 Resource abstract ○ ○
要約
メッシュサイズ

要約
メッシュサイズ

language 当該メタデータを適
用するデータ集合内
で使用する言語。

○ ○ ○ 1.7 Resource language ○ ○ 言語 使用されている言語を記述

characterSet 当該メタデータを適
用するデータ集合で
使用する文字符号規
格の名称。

○ ○ ○ ○ ○ 文字集合 利用する文字コード

当該メタデータを適
用するデータ集合の
地理的範囲を表現す
る地理境界ボックス
が参照する座標参照
系。

○ ○ ○ ○ 地理境界ボックス 空間参照系：世界測地系

westBoundLongitude 当該メタデータを適
用するデータ集合の
地理的範囲を表現す
る地理境界ボックス
の西側境界の経度。

○ ○ ○ 4.1 Geographic bounding box ○ ○ 西側境界経度

eastBoundLongitude 当該メタデータを適
用するデータ集合の
地理的範囲を表現す
る地理境界ボックス
の東側境界の経度。

○ ○ ○ 4.1 Geographic bounding box ○ ○ 東側境界経度

southBoundLatitude 当該メタデータを適
用するデータ集合の
地理的範囲を表現す
る地理境界ボックス
の南側境界の緯度。

○ ○ ○ 4.1 Geographic bounding box ○ ○ 南側境界緯度

northBoundLatitude 当該メタデータを適
用するデータ集合の
地理的範囲を表現す
る地理境界ボックス
の南側境界の緯度。

○ ○ ○ 4.1 Geographic bounding box ○ ○ 北側境界緯度

unitOfMeasure 当該メタデータを適
用するデータ集合の
鉛直範囲情報に使
用する鉛直方向の測
定単位。

○ ○ ○ ○ 単位名称 使用されている単位

title
○ ○ タイトル

データ作成時に引用した情
の 名

date
○ ○ 日付

引用情報の日付情報（西
述）

ISO19115

データの範囲：座標（経度、
緯度）を指定

名前
ISO19115

内容

当該メタデータを適
用するデータ集合の
作成に使用した情
報。

当該メタデータを適
用するデータ集合に
関する参照情報。

デ
ー

タ
識
別
情
報

分
類
名前

参
照

地
理
境
界
ボ
ッ
ク
ス

要約

引
用
タイトル

日付日
付

別名

デ
ー

タ
識
別
情
報

範
囲

言語

文字集合

範囲参照系

西側境界経度

北側境界緯度

日付

タイトル

鉛
直
範
囲

測定単位

日

データ有無

南側境界緯度

東側境界経度

ISO19119 INSPIRE JMP2.0INSPIRE
浸水想定区域図電子化ガイドライン
（平成18年9月　国土交通省河川局）

表 10 基準・仕様類と既存規格（国際規格）との関連性整理の事例（抜粋） 



 

 
4-3  利活用場面と必要となるメタデータ項目の整理 

 

既存規格・基準・仕様類で規定されているメタデータ項目の整理と平行して、メタデー

タの利活用場面を整理し、検索システムの利用者の視点から、自然災害リスク情報の“発

見”に必要となるメタデータ項目を抽出する。 
また、必要となるメタデータ項目が漏れることがないようにするため、自然災害リスク

の作成に係わる専門家、サービス提供者、サービス利用者等からの要求を整理する。 

 
【解説】 
国際標準等の既存規格で規定されるメタデータは、様々な分野に適用可能な包括的な

メタデータとなっており、例えば ISO19115では約 400項目が規定されている。 
自然リスク情報に特化したメタデータ仕様を考えた場合には、これら約 400 項目のメ
タデータ項目全てが必要となるわけではなく、具体的な利用場面を想定し、必要な項目

の整理を行う。 
ただし、既存規格のメタデータ仕様を逸脱し、メタデータ項目に対する利用者ニーズ

を全て反映しようとすると、国際規格との親和性（分野横断的なメタデータの相互運用

性）が担保できなくなる。また、メタデータ仕様が複雑化すると、メタデータ作成者の

負担が大きくなるという懸念が生じる。 
そこで、メタデータのユースケースとしては、自然災害リスク情報の“発見”を念頭

においたユースケースを想定するとよい。 
 

【例示】 
浸水想定区域図の入手・利用を想定し、利用場面に必要なメタデータ項目について整

理した例を図 6に示す。図 6は UMLのユースケース図により整理したものであり、楕
円形がユースケース（利用場面）、右端の四角形がメタデータ項目を表している。 
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図 6 浸水想定区域図のメタデータの利用面とメタデータに必要な項目（例） 
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4-4  既存の災害リスク情報等におけるメタデータ項目の名称・定義内容の比較 

 

既存規格・基準・仕様類のメタデータ項目整理結果ならびにメタデータの利活用場面と

必要情報の整理結果に基づき、既存の災害リスク情報におけるメタデータ項目の名称及び

定義内容等の対応関係や関連性について整理を行う。 
メタデータ項目については、国際規格等の既存規格において、その体系や定義内容等が

提示されているため、それをベースとして整理する。 

 
【解説】 

ISO19115が定めるメタデータ仕様の基本構成を表 11に示す。自然災害リスク情報の
メタデータ仕様の構成は、これをベースに整理を行う。 
ただし、ISO19115では、データ集合の識別に必要となる最小限のメタデータ項目（22
項目）をコアメタデータとして規定しており、自然災害リスク情報のメタデータ仕様に

必ず含む必要がある。 

表 11 ISO19115によるメタデータの構成 

構成 概要 

メタデータ構成集合情報 メタデータを定義するための基本情報（ファイル識別子や言語な

ど）。 

識別情報 データを一意に識別するための情報を含む。資源の引用、要約、

目的、貢献者、状態及び問合せ先に関する情報を含む。 

制約情報 データに与える制限事項（アクセス制約、使用上の制約）に関す

る情報を含む。 

データ品質情報 データ集合の汎用的な品質評価結果、データ集合の作成において

使用した元情報及び作成過程を含む。 
保守情報 データ更新の適用範囲及び頻度についての情報を含む。 

空間表現情報 データ集合の中の空間情報を表現するために使用する仕組みに

関する情報を含む。 
参照系情報 データ集合で使用する空間及び時間参照系の記述を含む。 

内容情報 使用する地物カタログを識別する情報及び（または）使用する被

覆データ集合の内容を記述するための情報を含む。 
描画カタログ情報 使用する描画カタログを識別する情報を含む。 

配布情報 資源の配布者及びデータ集合の入手のための任意選択について

の情報を含む。 
メタデータ拡張情報 使用者が規定した拡張についての情報を含む。 

応用スキーマ情報 データ集合を組み立てるために使用する応用スキーマについて

の情報を含む。 
範囲情報 参照する要素体の空間及び時間範囲を記述する。 

引用及び責任者情報 
資源（データ集合、地物、元情報、刊行物など）の責任者につい

ての情報のほか、資源を引用するための標準化した方法も規定す

る。 
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表 12 ISO19115が規定するコアメタデータ項目 

データ集合のタイトル（M） 空間表現型（O） 
データ集合の日付（M） 参照系情報（O） 
データ集合の責任者情報（O） 系譜（O） 
データ集合の地理境界ボックス又は地理

識別子（C） 
オンライン資源（O） 

データ集合の言語（M） メタデータのファイル識別子（O） 
データ集合の文字集合（C） メタデータ規格の名称（O） 
データ集合の主題分類（M） メタデータ規格のバージョン（O） 
データ集合の等価縮尺又は距離（O） メタデータの言語（C） 
データ集合の要約（Ｍ） メタデータの文字集合 
フォーマット名称及びバージョン（O） メタデータの問合せ先（M） 
データ集合の鉛直及び時間の範囲（O） メタデータの日付（M） 

※（M）：値の記録が必須、（C）：条件付、（O）：任意選択 
 
日本国内においては、ISO19115に準拠した JMP2.0（Japan metadata profile：日本
版メタデータプロファイル）が地理空間情報のメタデータ標準として位置づけられてい

るため、これをベースとしてメタデータ項目の定義内容等を整理する方法を図 7 に例示
する。 
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Step4

Step3

Step2

JMPの
メタデータ項目の整理

既存のメタデータ仕様の
項目の整理

メタデータの利活用場面
の整理

JMPの項目の中に、要素
名称・定義・要求度・定義
域等が合致するか検討

リスク情報のメタデータと
して必須

リスク情報のメタデータと
して必須ではない

リスク情報のメタデータと
して特に要求はない

JISX7115の項目の
中に、項目名・定義
が一致するか検討

ある場合は、
JMPと同様の
検討を行う

ない場合は、
ISO17119に基づ
き、メタデータ項
目の定義（文書
化）を実施

項目名をJMPにあ
わせる

不一致

一致

必須項目と
して取扱

JMPを拡張
し、必須項
目として取
扱

JMPに従い、
必須項目と
して取扱

選択項目と
して取扱

記載不要項
目として取
扱

必須項目も
しくは選択
項目として
取扱

項目名が
一致するか

定義が
一致するか

不一致

一致

ＪMPで必須
かどうか

必須 必須でない ＪMPで必須
かどうか

必須 必須でない
必要かどうか

必要 必須でない

定義域が
一致するか

不一致

一致 JMPで定義域が自由記述の場合で、コード化・リスト
化が必要な場合にはコード・リストを作成

JMPで定義域がコードの場合には、定義が一致もしく
は不一致でもより厳密化できる項目が他にないか確
認する（再検討）

最大記述回数が
一致するか

不一致

一致

最大記述回数がNの場合に、回数を限定する必要が
あれば限定

最大記述回数が1の場合に、それより大きい回数を
指定する必要があれば、当該項目を再定義

リスク情報メタデータ仕
様として文書化

Step１

再検討

４－１ ４－２ ４－３ 

 

図 7 メタデータ項目の定義内容等の整理の流れ 

なお JMP2.0 は、地理データの検索および品質の評価を主な目的としたメタデータ規
格であるため、メタデータサービス等についても記述する場合には、表 8 に示す
INSPIREのメタデータを参考にすると良い。
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【例示】 
「浸水想定区域図電子化ガイドライン」で定義されているメタデータを例に、

JMP2.0のデータ辞書の比較をした例を以下に記す。 
 
（1）Step1：既存メタデータ規格との項目名・定義の比較 

メタデータの利活用場面と必要情報の整理結果により整理されたメタデータ項目に

対して、既存規格とのメタデータ項目名・定義の比較を行う。 
JMP2.0 では、以下のようなメタデータ要素に対するデータ辞書が示されている。

Step１では、このうち、「名称/役割名」と「定義」について比較を行う。 

 

 

 

表 13 Step１の比較対象 

 

JMP2.0より抜粋 
a）既存メタデータ規格と完全一致または概ね一致する場合 

表 14の例 1の場合は JMP2.0の「名称/役割名」と、浸水想定区域電子化ガイドラ
インの「データ名」は完全一致しないものの、「定義」と「データの説明」を比較した

場合には概ね一致する例として挙げられる。 
例 2の場合は、「名称」「データ名」が完全一致し、「定義」と「データの説明」も概

ね一致する。例 1 の場合には、「データ名」で示されている名称を JMP2.0 の「名称/
役割名」に変更することで、JMP2.0に準拠した形に変更できる。 

表 14 項目名・定義の比較例（その１） 

JMP2.0 によるメタデータ要素 浸水想定区域図電子化ガイドラインで定

義されているメタデータ 

例 

名称/役割名 定義 データ名 データ説明 
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問合せ先 一つ以上の情報資源に関連する

人及び組織への連絡のための識

別情報及び手段 

例 1 

 組織名 責任を持つ組織の名称 

管理者_組織名 問合せ先の組織名

例 2 要約 一つ以上の情報資源の内容の簡

潔な目的 

要約 データ内容を簡潔

に 

 
b）JMP2.0によるメタデータ項目と一致しない場合［JIS X 7115と比較し再検討する］ 

「名称/役割名」「定義」が一致しない場合には、新たなメタデータ要素を定義する
必要があるが、新たに定義をする前にJMP2.0よりさらに要素数の多いJIS X 7115と
同様の比較を行う。なお、そのようにしてJMP2.0 にない項目を新たに定義した場合
には、その項目はJMP2.0 に対応したメタデータ検索システムでは検索できないこと
を理解しておく必要がある。 

 
c）既存の標準規格に一致する項目がない場合［新たなメタデータ要素を定義する（拡

張する）］ 

JIS X 7115でも不十分な場合には、新たなメタデータ要素として「名称」「定義」
「要求度」「最大記述回数」「データ型」「定義域」を定義する。 
このような場合には、特定のコミュニティでしか利用できない可能性が生じるため、

特に注意が必要となる。例えば、JMP2.0 の「主題分類」の選択肢として用意されて
いる主題コードについて、今回の災害リスク情報のうち「洪水ハザードマップ」を対

象とするメタデータにおいては、主題コードの中で最も適切なものとして「012_陸水
（inlandWaters）」が候補となる。しかし、より具体的に洪水ハザードマップの内容
を説明するためのメタデータとするためには、さらに「主題分類」の細分化（主題コ

ードの詳細化）が必要となり、このような場合においては、独自に主題分類の選択肢

である「主題コード」に新たな項目を追加して定義することができる。 
 

d）既存のメタデータ規格の項目に対応する災害リスク情報等の項目ない場合 

［既存のメタデータ規格の項目を削除する］ 

検討対象の災害リスク情報等に、既存のメタデータ規格の項目に対応する項目が無

い場合には、その項目がコアメタデータを構成する項目でないことを確認し、メタデ

ータ項目から削除する。 
表 15の例１及び例２は、コアメタデータ項目に該当しない JMP2.0のメタデータ
項目である。これらの項目に対応する、浸水想定区域図電子化ガイドラインで定義さ

れているメタデータの情報がないため、これらのメタデータ項目は削除することが可

能である。 
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表 15 項目名・定義の比較例（その２） 

JMP2.0 によるメタデータ要素 浸水想定区域図電子化ガイドラインで定義され

ているメタデータ 

例 

名称/役割名 定義 データ名 データ説明 

例 1 データ識別情報

/目的 

当該メタデータを適用する

データ集合を作成した趣

旨の要約 

－ 

（※対応する情報がない）

－ 

 

例２ データ識別情報

/貢献者 

当該メタデータを適用する

データ集合の成立に寄与

したと認める者。 

－ 

（※対応する情報がない）

－ 
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（2）Step2：既存メタデータ規格との要求度の比較 

Step2では、要求度（必須項目、任意選択項目）の比較を行う。 

表 16 Step2の比較対象 

 

JMP2.0より抜粋 

JMP2.0 における必須項目（上記の表の“M”（Mandatory）の項目）については、
多くの利用者の利用性を考慮しリスク情報のメタデータとしても必須項目である必要

がある。 
JMP2.0 における任意選択項目（上記の表の“O”（Option）の項目）については、
必須項目とすることも、任意選択項目として残すことも、さらには削除することがで

きる。 
 

（3）Step3：既存メタデータ規格との定義域の比較 

Step3では、定義域の比較を行う。 

表 17 Step3の比較対象 

 

JMP2.0より抜粋 
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JMP2.0では、メタデータ要素の記述レベルを定義した定義域として、概ね 2種類あ
る。一つは、「自由記述」「実数値」のように自由に文字列や数値を記述するものであ

る。もう一つは、「日付型コード」「役割コード」「主題コード」のように、あらかじめ

入力する項目を取り決めているものである。 
「自由記述」の部分については、これを「コード型」や「列挙型」にして、入力値

を制限することができる。 
例えば、JMP2.0 では、問合せ先の組織名については自由記述となっているが、「浸
水想定区域図電子化ガイドライン」の場合、浸水想定区域図の管理者は国土交通省の

河川事務所であるため、全国の河川事務所をコードやリストとしてあらかじめ規定し

ておく方法もある。 

表 18 コード型・列挙型の候補となる要素例(1) 

 
 
また、JMP2.0では、キーワードについては自由記述となっているが、「洪水」「地震」

「火山」などの災害種別や、「浸水想定区域図」等のリスク情報種別をあらかじめ規定

しておく方法もある。 

表 19 コード型・列挙型の候補となる要素例(2) 

 

 
「コード型」の部分については、使用するコードを制限することができる。 
該当するコードがない場合には、コードを追加したり、新たなコード表を作成した

りする方法があるが、いずれの場合も JMP2.0とは異なるコードとなり、JMP2.0に対
応したメタデータ検索システムでは利用ができない可能性があるため、極力避けるこ

とが望ましい。定義が一致する自由記述の別の要素を探し、コード化することを検討

するべきである。 
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（4）Step4：既存メタデータ規格との最大記述回数の比較 

Step4では、最大記述回数の比較を行う。 

表 20 Step4の比較対象 

 

JMP2.0より抜粋 

最大記述回数が“N”（複数記述可能）の場合、記述回数を“１”などに限定するこ
とができる。 
最大記述回数が“1”の場合、記述回数を複数としたい場合には、JMP2.0 と異なる
仕様となる。この場合 JMP2.0 に対応したメタデータ検索システムでは利用ができな
い可能性があることを理解しておく必要がある。 
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4-5  メタデータ内容及び構造等の整理 

 

メタデータ内容及び構造は、既存規格の項目を網羅し選択項目も含めて記述できるよう

にする方法のほか、既存規格の項目から必ずしも記述が必要でない項目は除外し、構成・

内容をシンプルにすることもできる。 

 
【解説】 

メタデータの内容及び構造を既存規格の項目に準拠して全ての項目を準備すれば、

汎用性があり、利用者にとって多くの情報を入手できるメタデータが作成できる。一

方、メタデータの作成者の立場に立った場合、全ての項目に入力することは労力が大

きい。 
したがって既存規格の項目から必ずしも記述が必要でない項目は除外し、構成・内

容をシンプルにすることで、メタデータ作成者の負担を和らげることにつながる。 
 

【例示】 
「浸水想定区域図電子化ガイドライン」で定義されているメタデータ、および「4-3 利
活用場面と必要となるメタデータ項目の整理」に示した浸水想定区域図のメタデータ

の利用場面と、それにより抽出されたメタデータ項目について、「4-4 既存の災害リス
ク情報等におけるメタデータ項目の名称・定義内容の」で示したメタデータ仕様の作

成の流れに基づいて、メタデータ仕様書の構成・内容の検討を行った例を以下に示す。 
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（1）Step1：既存メタデータ規格との項目名・定義の比較 

「浸水想定区域図電子化ガイドライン」で定義されているメタデータ項目と、

JMP2.0のデータ辞書（名称・定義）との比較結果を以下に示す。 
概ね JMP2.0の項目と名称もしくは定義が一致したが、一部の項目（フォルダ説明、
版、タイトル、日付）については、単純な一致ができなかった。ここでは、メタデー

タに汎用性を持たせるために、以下に示す考えのもと、JISX7115との比較及び新規メ
タデータ要素の定義を極力避け、JMP2.0の項目に当てはめて対応することとした。 
ただし、系譜情報に関しては、JMP2.0で「自由記述」による表現となっており、運
用ルールとしてメタデータに書かれるべき事項を明示し難いため、JISX7115の項目と
の比較を行った。 

• フォルダ説明 
 個々の解析ケースが説明されている。解析の方法が説明されていると考

えられるため、系譜情報として位置づけられる。 
• 版 

 リスク情報のバージョンが複数あるという状態であることから、データ

作成の「日付」として位置づけられる。 
• タイトル、日付 

 データ作成時に引用した情報の題名、および日付であり、系譜情報（元

情報）として位置づけられる。 
 

表 21 電子化ガイドラインのメタデータ項目と JMP2.0との比較 
浸水想定区域ガイドラインのメタデータ項目 JMP2.0 のメタデータ項目 

データ名 データ説明 名称/役割 ※ 定義 

■ 入力必須項目 ■      

ファイル識別子 データのタイトル タイトル 123 引用された情報資源を示す名称 

西側境界経度 西側境界経度 104
東をプラスとした度による経度であらわ

されているデータ集合の最西端座標 

東側境界経度 東側境界経度 105
東をプラスとした度による経度であらわ

されているデータ集合の最東端座標 

南側境界緯度 南側境界緯度 106
北をプラスとした度による経度であらわ

されているデータ集合の最南端座標 

北側境界緯度 

座標（経度、緯度）を

指定 

北側境界緯度 107
北をプラスとした度による経度であらわ

されているデータ集合の最北端座標 

■ 入力固定項目 ■      

言語 
使用されている言語

を記述。 
言語コード 6.41

ISO639-2 によって定義された言語の

略称 

文字集合 利用する文字コード 文字集合 29 
データ集合に使用している文字符号規

格の完全な名称 

地理境界ﾎﾞｯｸｽ 世界測地系 参照系識別子 75 参照系の名称 

単位名称 
例)メートル、キロメー

トル 
測定単位 120

垂直範囲に使われる垂直方向の測定

単位 

垂直原子 東京湾平均海面 垂直原子 121
最高及び最低の標高値が計測された

ときの原点に関する情報 

交換書式名 
データ配布フォーマ

ット 
書式名 87 データ交換書式名 
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浸水想定区域ガイドラインのメタデータ項目 JMP2.0 のメタデータ項目 

■ 入力任意項目 ■      

版 
複数版がある場合の

名称を記述 
日付 145 引用された情報資源を参照した日付 

管理者＿組織名 問合せ先の組織名 組織名 127 責任を持つ組織の情報 

役割 組織の持つ役割 役割 130 責任者の果たす機能 

住所詳細 住所詳細 住所詳細 132 場所を示す住所 

市区町村 市区町村 市区町村 133 場所の市区町村名称 

都道府県名 都道府県名 都道府県名 134 都道府県の名称 

郵便番号 郵便番号 郵便番号 135 郵便番号 

国 国 国 136 国名 

電子メールアドレス 電子メールアドレス 
電子メールアド

レス 
137

責任を持つ組織又は個人の電子メー

ルアドレス 

電話番号 電話番号 電話番号 151 責任を持つ組織又は個人の電話番号

ファクシミリ番号 ファクシミリ番号 ファクシミリ番号 152
責任を持つ組織又は個人のファクシミリ

番号 

作成者＿組織名 作成先の組織名 組織名 127 責任を持つ組織の情報 

役割 組織の持つ役割 役割 130 責任者の果たす機能 

住所詳細 住所詳細 住所詳細 132 場所を示す住所 

市区町村 市区町村 市区町村 133 場所の市区町村名称 

都道府県名 都道府県名 都道府県名 134 都道府県の名称 

郵便番号 郵便番号 郵便番号 135 郵便番号 

国 国 国 136 国名 

電子メールアドレス 電子メールアドレス 
電子メールアド

レス 
137

責任を持つ組織又は個人の電子メー

ルアドレス 

電話番号 電話番号 電話番号 151 責任を持つ組織又は個人の電話番号

ファクシミリ番号 ファクシミリ番号 ファクシミリ番号 152
責任を持つ組織又は個人のファクシミリ

番号 

日付 
メタデータ作成の日

付 
日付 9 メタデータが作成された日付 

要約 データ内容を簡潔に 要約 18 
一つ以上の情報資源の内容の簡潔な

目的 

メッシュサイズ メッシュの大きさ 
空間解像度/距

離 
44 地表の標本距離 

※：JMP2.0 「４．データ辞書」における番号 
表 22 電子化ガイドラインのメタデータ項目と JISX7115との比較 

浸水想定区域ガイドラインのメタデータ項目 JISX7115 のメタデータ項目 

データ名 データ説明 名称/役割 ※ 定義 

■ 入力必須項目 ■      

BP001 フォルダ説明 

BP002 フォルダ説明 

BP003 フォルダ説明 

BP004 フォルダ説明 

: 

: 

解析ケースの説明。 

解析ケース分作成す

る。  

系譜情報/説明 83 
データ集合の系譜に関する作成者の

知見の一般的説明 

■ 入力任意項目 ■      

タイトル 
データ作成時に引用

した情報の題名 

系譜情報/元情

報 
85 

適用範囲によって規定したデータを作

成する際に使用した元情報についての

情報 

日付 
引用情報の日付情報

（西暦で記述） 

系譜情報/元情

報 
85 

適用範囲によって規定したデータを作

成する際に使用した元情報についての

情報 

※：JISX7115 「附属書 B（規定）地理メタデータのためのデータ辞書」における番号 
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同様に、利用場面から求められた項目についても、JMP2.0との比較を行った。以下
の項目については、単純な一致ができなかったため、JMP2.0に適用する際の考え方を
示す。 

 
• 市町村名 

 問合せ先情報にも「市区町村」を記述できる項目があるが、解析範囲と

しての「市区町村」であるので、範囲情報にある「地理識別子」が該当

する。 
• 水系名・流域名 

 同様に解析範囲を示すため、範囲情報にある「地理識別子」が該当する。 
• 費用 

 データ利用の際の制限として捉えることができるため、｢利用制限｣と一

致する。 
• データ構造 

 どのような仕様に基づいて作成したかを説明するものであるため、系譜

が該当する。 
表 23 入手・利用場面で必要なメタデータ項目（案）と JMP2.0との比較 

入手・利用場面から求められた情報 JMP2.0 のメタデータ項目 

データ名 名称/役割 ※ 定義 

キーワード キーワード ３８
主題を記述するために共通的に使用す

る、言葉、公認された言葉、又は語句 

データ概要 要約 18 一つ以上の情報資源の内容の簡潔な目的

水系名・流域名 地理識別子 114 地理的な場所を表現するための識別子 

市町村名 地理識別子 114 地理的な場所を表現するための識別子 

作成日 引用/日付 124 引用された情報資源を参照した日付 

解析メッシュサイズ 空間解像度/距離 44 地表の標本距離 

データ品質 報告 49 適用範囲に対する定量的品質情報 

データフォーマット 配布書式/書式名 87 データ交換書式名 

利用制限 利用制限 46 
情報資源又はメタデータの利用適合性に

提供する、制限 

データ保有者 責任者 125
データ集合に関連した人と組織の識別情

報及び連絡手段 

ダウンロード URL 
オンライン情報資

源/リンク 
148

URL または類似のアドレス指定法によるオ

ンラインアクセス用の住所 

費用 利用制限 46 
情報資源又はメタデータの利用適合性に

提供する、制限 

問合せ先 責任者 125
データ集合に関連した人と組織の識別情

報及び連絡手段 

※：JMP2.0 「４．データ辞書」における番号 
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表 24 入手・利用場面で必要なメタデータ項目（案）と JISX7115との比較 
入手・利用場面から求められた情報 JMP2.0 のメタデータ項目 

データ名 名称/役割 ※ 定義 

データ構造 系譜情報/説明 83 
データ集合の系譜に関する作成者の知見

の一般的説明 

元資料 系譜情報/元情報 92 
適用範囲によって規定したデータの作成

時に使用した元情報についての情報 

作成手順 
系譜情報/処理過

程 
84 

適用範囲によって規定したデータ集合の

一生における事象についての情報 

※：JISX7115 「附属書 B（規定）地理メタデータのためのデータ辞書」における番号 
 
（2）Step2：既存メタデータ規格との要求度の比較 

「浸水想定区域図電子化ガイドライン」で定義されているメタデータと、利用場面

で必要なメタデータ項目（案）に対し、JMP2.0のメタデータ項目と、要求度（必須項
目、任意選択項目）の比較を行い、｢メタデータの取捨選択の流れ｣に従って要求度を

設定した。JMP2.0で必須の項目、リスク情報で必須の項目、リスク情報として既存仕
様や利用場面から必要と考えられる項目を整理した。JMP2.0との比較から、次のよう
な整理をおこなった。 

• リスク情報のメタデータとして必須であるため、JMP2.0等を制限する必要が
あるもの（表 25） 

• リスク情報のメタデータとして必須ではないが、JMP2.0 で必須であるため、
必須項目として扱う必要があるもの（表 26） 

• リスク情報のメタデータとして特に要求はないが、JMP2.0で必須であるため、
必須項目として扱う必要があるもの（表 27） 
表 25 リスク情報のメタデータとして必須項目のため、 

JMP2.0もしくは JISX7115を拡張し、必須項目として取扱う項目 

M：必須項目、O：任意選択項目、C：条件付必須項目 
JMP2.0 のメタデータ項目 

名称/役割 ※ 要求度
設定した要求度 理由 

西側境界経度 104 O M 

東側境界経度 105 O M 

南側境界緯度 106 O M 

北側境界緯度 107 O M 

文字集合 29 O M 

参照系識別子 75 O M 

測定単位 120 O M 

垂直原子 121 O M 

書式名 87 O M 

浸水想定区域図電子化ガイドラ

インで必須項目のため。 

JISX7115 のメタデータ項目 

名称/役割 ※ 要求度
設定した要求度 理由 

系譜情報/説明 
（フォルダ説明） 

83 O M 

浸水想定区域図電子化ガイドラ

インで必須項目のため。ただし、

「フォルダ説明」以外の情報はガ

イドラインでは任意のため、選択

項目とした。 
※：JMP2.0 「４．データ辞書」における番号 
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表 26 リスク情報のメタデータとしては任意項目であるが、 

JMP2.0に従い、必須項目として取扱う項目 

M：必須項目、O：任意選択項目、C：条件付必須項目 
JMP2.0 のメタデータ項目 

名称/役割 ※ 

浸水想定区域ガイ

ドラインでの要求度
設定した要求度 理由 

日付（データの作成日） 145 O M 

日付（メタデータの作成日） 9 O M 

要約 18 O M 

JMP2.0 で必須項目のため 

※：JMP2.0 「４．データ辞書」における番号 
 

表 27 リスク情報のメタデータとして明示されていないが、 

JMP2.0に従い、必須項目として取扱う項目 

M：必須項目、O：任意選択項目、C：条件付必須項目 
JMP2.0 のメタデータ項目 

名称/役割 ※ 定義 
設定した要求度 理由 

役割 130 責任者の果たす役割 M 

日付型 146 
日付の参照に使用さ

れる事象 

M JMP2.0 で必須項目のため 

※：JMP2.0 「４．データ辞書」における番号 
自然災害リスク情報のメタデータとして特に要求はなく、JMP2.0で必須でない項目
については、他の項目で記述できたり、記載が必ずしも必要でなければ、メタデータ

作成者の作業の負担を考え、「記載不要」としても良いと考えられる。 
 
（3）Step3：既存メタデータ規格との定義域の比較 

Step1で採用した JMP2.0のメタデータ項目について、リスク情報のメタデータとし
て適切に記述できるように定義域を再設定した例を以下に示す。｢自由記述｣の項目に

ついては、必要な場合にはコード化・リスト化行い、入力値を制限している。また、「コ

ード型」の項目については、使用するコードを制限できないか、もしくはより厳密化

できる項目が他にないか再検討している。 
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表 28 定義域を制限もしくはコード化した例 

JMP2.0 のメタデータ項目 

名称/役割 ※ 定義域 
設定した定義域 理由 

言語コード 6.41 

ISO639-2 による

アルファベット 3

文字表記の言語

略称 

jpn：固定 

文字集合 29 文字コード 023：固定 

参照系識別子 75 自由記述 JGD2000/(B,L) ：固定 

測定単位 120 自由記述 メートル：固定 

垂直原子 121 自由記述 TP：固定 

書式名 87 自由記述 CSV：固定 

空間解像度/距離 44 自由記述 実数（メートル単位） 

浸水想定区域図電子化ガイ

ドラインで入力項目が固定

されているため。 

メタデータ標準の名称 10 自由記述 
浸水想定区域図メタデー

タ仕様：固定 

キーワード 4.2.3 自由記述 水害：固定 

浸水想定区域図の情報である

ため。 

組織名 127 自由記述 
河川事務所・都道府県リス

ト 

浸水想定区域図の管理者は

国土交通省の河川事務所、お

よび都道府県であるため。 

※：JMP2.0 「４．データ辞書」における番号 
 
（4）Step4：既存メタデータ規格との最大記述回数の比較 

Step1で採用した JMP2.0のメタデータ項目について、規定された最大記述回数をリ
スク情報のメタデータを適切に記述できるように再設定した。最大記述回数が｢N（複
数記述可能）｣の項目については、記述回数を限定できないか検討した。また、最大記

述回数が「1」の項目については、極力拡張することは避けた。 

表 29 最大記述回数を限定した例 

JMP2.0 のメタデータ項目 

名称/役割 ※ 最大記述回数

設定した 
最大記述回数

理由 

参照系情報 12 N 1 

範囲情報 93 N 1 

問合せ先 21 N 1 

複数記述する必要がないため。 

言語コード 6.41 N 1 
浸水想定区域図電子化ガイドラインで「日

本語」に固定されているため。 

主題分類 30 N 1 主題は「陸水」（固定）とするため。 

地理識別子 114 N 2 
「市町村名」と「流域名」の２つのみ記述す
るため。 

※：JMP2.0 「４．データ辞書」における番号 
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4-6  メタデータ仕様書の作成 

 

メタデータ仕様書には、メタデータの特性をデータ辞書として記載する。 
データ辞書の記載方法は、既存規格との整合を図り、“名称/役割名”、“定義”、“要求度/
条件”、“最大記述回数”、“データ型”、“定義域”を記述する。 
また、メタデータ仕様書には、実装仕様を規定する。メタデータの実装は XMLに基づく
符号化を推奨する。 

 

今後は ISO.TS19139に基づく XML符号化仕様が主流となると考えられるが、日本国
内のメタデータの流通を考慮し、当面は、JMP2.0に基づく符号化仕様も合わせて規定し
たほうがよい。 

JMP2.0 は、国土地理院が規定するメタデータ仕様であり、また、ISO/TS19139 の制
定前に作成された仕様であることから、日本独自の XMLに基づく符号化仕様を規定して
いる。 

メタデータ仕様書には、メタデータの特性を表形式のデータ辞書として記載する。記

載の方法は、ISO19115や JMP2.0のメタデータの項目の定義方法を引用する。 

【解説】 

 
 

INSPIREのメタデータ仕様は、ISO/TS 19139に基づく実装仕様を採用している。 

 JMP2.0（Japan Metadata Profile 2.0） 
 

メタデータの XMLによる実装仕様として、次の規格を参考とする。 
 ISO/TS 19139:2007 Geographic information - Metadata - XML schema 
implementation 

 



 

表 30 浸水想定区域図のメタデータ仕様（試作） 
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